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平成22年３月８日 

各  位 

会 社 名  インスパイアー株式会社 

代表者氏名  代表取締役社長  駒澤 孝次 

（コード番号：２７２４ 大証ヘラクレスＧ） 

問合せ先  経営企画室 室長 本多  隆 

電話番号  ０３－５４１８－４８１１ 

 

 

当社業務提携の解消に関するお知らせ 

 

 当社は、平成22年３月８日開催の当社取締役会において、平成21年７月８日付適時開

示「業務上の提携に基づく新事業の開始に関するお知らせ」のとおり、フルハウス・ジャ

パン株式会社（東京都新宿区。以下、フルハウス社という）との間で提携を開始した、フ

ルハウス社が運営する飲食事業店舗の運営管理委託事業について、平成22年３月８日を以

って解消することを決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．業務提携解消の理由 

当社は、平成 21 年７月８日付「業務上の提携に基づく新事業の開始に関するお知

らせ」にてお知らせしておりますとおり、フルハウス社との間で、フルハウス社が運

営する飲食ビジネスにおける直営店の営業・運営権の譲渡にかかる直営店舗の営業委

託契約（以下、本件委託契約という）を締結し、フルハウス社が現在展開している直

営店４店舗について、当社が売上・経費の管理に至る全ての店舗運営を請け負うとの

業務提携（以下、本件業務提携という）を締結しておりました。 

しかしながら、昨今の経済情勢の急激な悪化による個人消費の激しい落ち込みと、

特に飲食業界において顕著となったデフレ傾向を受け、フルハウス社が運営する飲食

ブランドにおける収益が大きく落ち込み、平成21年９月期以降、当該事業において採

算が合わない状況となり、当社にて当初計画しておりました本件業務提携に係る事業

計画に大きな差異が発生いたしました。 

そのため、本件業務提携の正式実施までの猶予期間として本件委託契約において設

定しておりました６ヶ月間において、フルハウス社の主導により店舗出店計画の見直

しや利益確保施策の検討・実施等、当該事業の収益構造を含めた事業スキームの再構

築を進めておりましたが、期限となる平成22年１月８日時点において改善が見られま

せんでした。 

その後、両社にて今後の対応につき協議を重ねた結果、フルハウス社直営の飲食事

業店舗の運営管理委託事業に係る本件委託契約について解約することで双方合意し、

本件委託契約に則った手続きの上で、本件事業の廃止を平成22年３月８日開催の当社

取締役会で決議いたしました。 
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２．解消する本件業務提携の概要 

  （１）本件業務提携の内容 

フルハウス社が運営する飲食事業店舗の運営管理委託事業（以下、本件提携事業

という） 

 

  （２）本件業務提携先の概要 

① 
名        
称 

フルハウス・ジャパン株式会社 

② 事 業 内 容 

・「ホールドバゲット」「プライム・フルーツ」ブランド

での飲食店の直営店舗の営業・運営 
・上記ブランドのフランチャイズ本部の運営並びにフラ

ンチャイズ本部事業の推進 
・食品全般の企画、製造、販売及び輸出入  他 

③ 設 立 年 月 日 平成15年７月 

④ 本 店 所 在 地 東京都新宿区左門町 12 番地 8  
⑤ 代 表 取 締 役 駒村 裕 

⑥ 資 本 金 20百万円(平成22年２月26日現在) 

資 本 関 係 該当事項なし 

取 引 関 係 該当事項なし 

人 的 関 係
同社代表取締役が、当社常勤
監査役を兼任しております。

 ⑦ 当 社 と の 関 係 

関 連 当 事 者 へ
の 該 当 状 況

該当事項なし 

 

  （３）本件提携事業の平成22年３月期における経営成績 

本件提携事業にかかる平成22年３月期における経営成績実績はございません。 

 

  （４）本件提携事業に属する従業員の取り扱い 

当社では、本件提携事業に対する取り組みの結果、飲食事業の運営ノウハウ及び

フランチャイズ展開支援ノウハウ等の非常に貴重なナレッジを集積することが出

来たため、これに従来の経営資源を集中し、平成22年３月８日付の適時開示にて

お知らせいたしましたとおり、フランチャイズビジネスを中心としたチェーン展開

支援事業を、新たに開始することといたしました。 

本件提携事業に属する当社従業員につきましては、新たに開始いたしますフラン

チャイズビジネスを中心としたチェーン展開支援事業へ振り向ける予定でおりま

す。 

 

  （５）日程 

取締役会決議日  平成 22年３月８日 

提携解消予定日  平成 22年３月８日 
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  （６）今後の見通し 

なお、本件による当社の当期業績への影響は軽微であり、平成21年 11月 16日

付で発表した「業績予想の修正に関するお知らせ」の変更はございません。 

 
以上 

 


